
令和 7 年 3 月

平成 30 年度 令和 10 年度

１．事業概要
（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,750 円 3,205 円

2,750 円 3,165 円

2,750 円 3,193 円

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

令和6年度より法適（一部適用）

有田市漁業集落排水事業経営戦略

矢櫃地区：平成16年度
　　　　（供用開始後20年）
逢井地区：平成18年度
　　　　（供用開始後18年）

有田市

漁業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

改 正 日 ：

～計 画 期 間 ：

2地区（矢櫃地区、逢井地区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

実施なし

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和4年度 令和4年度

令和5年度 令和5年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

上水道の使用水量を基に算定を行います。
【令和6年度まで】
基本料金　10㎥まで一律　1,237円50銭（税込）
超過料金　11～30㎥　　151円25銭/㎥　　 　31～50㎥　　178円75銭/㎥
　　　　　　　51～100㎥　 206円25銭/㎥　　　101㎥～　　  247円50銭/㎥

【令和7年度から】
基本料金　10㎥まで一律　1,254円（税込）
超過料金　11～30㎥　　209円/㎥　　 　31～50㎥　　220円/㎥
　　　　　　　51～100㎥　 242円/㎥　　　101㎥～　　  275円/㎥

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

上水道の使用水量を基に算定を行います。
【令和6年度まで】
基本料金　250㎥まで一律　41,250円（税込）
超過料金　251～㎥　　137円50銭/㎥

【令和7年度から】
基本料金　250㎥まで一律　41,800円（税込）
超過料金　251～㎥　　190円/㎥

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する
施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和3年度 実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和3年度

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

矢櫃地区：8.8人/ha
逢井地区：9.3人/ha

2箇所（矢櫃地区、逢井地区）

無

処 理 区 数



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境
（１） 処理区域内人口の予測

（２） 有収水量の予測

（３） 使用料収入の見通し
単位：千円

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

2,484 2,981 2,930 2,880 2,831

※経営比較分析表は別添①のとおり

　本市下水道事業（漁業集落排水）は、⑤経費回収率からもわかるように汚水処理に要する経費を下水道使用料で賄えず、一般会計からの繰
入金に頼らざるを得ない状況です。経費回収率を改善させるため、令和2年度には使用料の改定を行っており、令和7年度にも改定予定として
いますが、今後も維持管理費の削減等により、経費回収率を改善させる必要があります。
　①収益的収支比率については、前年と比較して増加しており、これは令和6年度からの公営企業会計移行に伴い、令和5年度会計が翌3月で
打切り決算となり、収益より費用の大きい翌4月5月分が入っておらず、全体で相対的に費用が少なくなったためです。
　⑥汚水処理原価については、前述の打切り決算での汚水処理費減少と有収水量減少が相殺され、前年度から横ばい状態となっており、依
然高騰した状態となっています。高騰の理由として、⑦施設利用率からもわかるように、処理能力に対する処理水量が少ないことが考えられま
す。今後接続率の向上による有収水量を増加させる取り組みが必要です。
　⑧水洗化率については、年々処理区域内人口は減少していますが、水洗便所設置済み人口の減少と比例しておらず、年度によって水洗化
率が増加している年度もあります。引き続き、施設未接続未加入者に対しての接続加入促進に取り組む必要があります。

職 員 数 3人（令和6年度）

有田市役所　経済建設部産業振興課

実施なし

実施なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。

*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

　国立社会保障・人口問題研究所によると、当市の総人口は2025年（令和７年）に24,520人、2030年（令和12年）に22,437人、2035年（令和17
年）には20,373人と、1年に約1.5～2％の人口減少を見込んでいます。
　これに伴い、漁業集落排水事業の接続人口及び接続世帯数についても同様に減少していくものと予測し、2024年3月（令和６年3月）時点で
人口は174人、世帯数は89世帯であるが、2025年には人口171人、世帯数87世帯、2030年には人口157人、世帯数80世帯、2035年には143人、
世帯数は73世帯となる見通しです。

　有収水量についても、（1）の人口減少と同様に、1年に約1.5～2％で減少していくと予測します。
　今後の有収水量は、2025年（令和７年）に15,907㎥、2030年（令和12年）に14,600㎥、2035年（令和17年）には13,305㎥となる見通しです。

　今後も人口減少、有収水量減少に伴い、使用料の減少傾向が続くと思わますが、令和７年度に料金改定を実施するため、見通しとしては上
表のとおりとしました。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

実施なし

実施なし

 イ　指定管理者制度

・処理場の維持管理
・処理場自家用電気工作物保安管理
・（R4～5のみ）公営企業会計移行業務

民 間 活 用 の 状 況



（４）

（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別紙のとおり

①収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

　漁業集落排水事業の施設は大きく分けて管路、躯体、設備及び機械であり、管路と躯体については供用開始後20年が経過しています。設備
及び機械については故障等取替の必要なものが耐用年数を待たずして出てきている状態で、今後も継続的に取替工事や修繕を実施していく
見通しです。

目 標

汚水処理費に対する漁業集落排水処理施設使用料の割合である経費回収率が過去5年間で平均12.6％と低迷
しており、一般会計からの繰入に頼らざるを得ない状況です。今後も継続して安定的なサービスを持続するた
め、使用料の適正化や国県補助金の活用、水洗化率の向上等、財源確保に努めていきます。

目 標

　漁業集落排水の接続率向上のために、水洗化・接続に関わる広報等を行いますが、区域拡大等の新たな投資は行いません。しかしながら、
施設の経過年数の増加とともに機器等の取替工事費の増加が予想されるため、計画的に実施していけるよう、基本的には機能保全計画どおり
の費用を投資・財政計画に反映しています。

組織の見通し

　現時点では、組織の改編等は想定していません。

【漁業集落排水処理施設使用料】
人口減少による有収水量の減少予測のもと、令和７年度の料金改定を反映させて算出しています。

【国県補助金】
補助率約50％の漁村総合整備事業など、活用可能な国県補助金を最大限活用します。

【一般会計からの繰入金】
上記財源で賄いきれない切れないものについては、一般会計から補助金として繰り入れる見込みです。

持続的な機能確保のため、令和３年３月策定の機能保全計画に基づき、工事の優先順位を考慮しつつ投資の
平準化を図り、施設の長寿命化対策を計画的に取り組んでいきます。

施設の見通し

　本市の漁業集落排水事業は、宮崎町にある矢櫃地区が平成16年度、逢井地区が平成18年度に供用を開始した。
　本市の漁業集落排水処理施設は、管路・処理場ともに整備が完了しており、今後は維持管理面において老朽化する機械設備の更新等を計
画的に実施する必要がある。それらを実施するためには、今後も財政的に多額の支出が必要となることが見込まれる。
　一方、財政面においては、有収水量の減少が続いており、従来からの人口減少により将来的な増加は見込めず、料金収入の増収が期待で
きないため、今後事業を継続するための財源確保は厳しい状況にある。
　このような状況から、本事業の将来像や運営方針を明確化し、適切な施策を推進するとともに、効果的・効率的な事業の運営を図る必要があ
る。
具体的には、以下の取り組みを中心に施策を推進することとする。

１．水洗化の促進
　集落排水事業に関するPR活動（市HP・広報誌への掲載など）、加入促進への活動を引き続き実施する。

２．効率的な事業の執行
　今後も業務の効率化とコスト削減に取り組み、歳出額の削減に努める。

３．収入の確保と負担の適正化
　令和７年度に使用料の改定を実施し、収入の確保を図る。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
維持管理を中心に民間活力を活用していますが、情報収集に努めます。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組
現時点で該当する取組はありませんが、先進自治体の事例等を研究し、本市において導入可能かを検討し
ます。

施設の規模や処理水量が少ないことから、経済性が低く資産活用には適さないと判断します。

経費回収率を改善するため、令和7年度に使用料の改定を実施します。使用料の見直しに関する事項

事業を安定的に継続していくため、施設の適切な維持管理に努め、必要に応じた施設更新を検討します。
今後、施設等の更新の際には、ダウンサイジングも含め、施設の在り方について検討します。

現段階では、本計画期間内の投資における民間活力の活用は想定していません。

機能保全計画において、長期的な視点で管理しており、当市の平準化を図った最適な投資計画を進めて
いきます。

周辺には広域化等に取り組める処理区が存在しないため、広域化・共同化・最適化は想定していません。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

本経営戦略においては、5年を目安に見直しを実施します。
また、毎年度決算の確定の際には投資・財政計画との比較を行い、大きな乖離がある場合にはその原
因究明及び解決に努めます。

職員給与費に関する事項 該当なし

動力費に関する事項
機能保全計画をもとにした取替工事において、省電力化された機器への更新等により、動力費の削減効果
を念頭に実施していきます。

修繕費に関する事項
施設や管路等の点検を継続して実施し、老朽や破損個所の早期発見に努め、損傷が軽微な段階での修繕
を実施することで、修繕費用の抑制を図ります。

委託費に関する事項 先進自治体の事例等を研究し、本市において導入可能かを検討します。

その他の取組 その他の経費についても、可能な限り削減に取り組みます。

薬品費に関する事項 管理を民間委託しています。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解
消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内
容等を記載すること。

【動力費】
過去の実績をもとに、「2020年基準消費者物価指数　全国2024年（令和６年）10月分」の物価上昇率（電気：年2.25％）を乗じて算出しています。

【その他経費（総係費等）】
過去の実績をもとに、「2020年基準消費者物価指数　全国2024年（令和6年）10月分」の物価上昇率（諸経費：年2.4％）を乗じて算出しています。

【減価償却費】
新規取得の固定資産については、管路施設や躯体施設については50年、機械及び装置等については15～20年の耐用年数としています。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 2,638 2,723 3,037 3,029 2,711 2,190 2,488 3,028 2,937 2,911 2,832
(1) 2,638 2,723 3,037 3,029 2,711 2,189 2,484 2,981 2,930 2,880 2,831
(2) (B)

(3) 1 4 47 7 31 1
２． 56,195 55,395 59,812 53,121 56,576 54,550 75,982 76,342 72,700 69,494 71,339
(1) 55,760 55,385 59,765 52,947 56,307 54,550 63,405 63,057 59,233 56,258 58,493

55,760 55,385 59,765 52,947 56,307 54,550 63,405 63,057 59,233 56,258 58,493

(2) 12,575 13,283 13,465 13,234 12,844
(3) 435 10 47 174 269 2 2 2 2 2

(C) 58,833 58,118 62,849 56,150 59,287 56,740 78,470 79,370 75,637 72,405 74,171
１． 19,537 18,827 29,261 16,870 27,563 20,722 44,228 44,446 40,610 39,990 40,113
(1)

(2) 19,537 18,827 29,261 16,870 27,563 20,722 23,181 22,457 18,676 19,302 19,746
2,666 2,570 2,364 2,356 2,903 1,979 3,360 2,687 2,736 2,994 3,061
3,014 2,526 1,027 1,342 4,960 5,584 600 600 600 600 600

13,857 13,731 25,870 13,172 19,700 13,159 19,221 19,170 15,340 15,708 16,085
(3) 21,047 21,989 21,934 20,688 20,367

２． 9,931 9,381 8,819 8,247 7,663 7,122 6,723 6,025 5,360 4,683 3,998
(1) 9,931 9,381 8,819 8,247 7,663 7,122 6,655 5,943 5,278 4,601 3,916
(2) 68 82 82 82 82

３． 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500
(D) 29,468 28,208 38,080 25,117 35,226 27,844 52,451 51,971 47,470 46,173 45,611
(E) 29,365 29,910 24,769 31,033 24,061 28,896 26,019 27,399 28,167 26,232 28,560
(F)

(G) 34
(H) △ 34

29,365 29,910 24,769 31,033 24,061 28,896 25,985 27,399 28,167 26,232 28,560
(I)

(J) 6,481 6,770 6,770 6,770 6,770
414 1,186 1,186 1,186 1,186

(K) 40,939 43,512 43,512 43,512 43,512

6,481 6,692 6,692 6,692 6,692
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 2,638 2,723 3,037 3,029 2,711 2,190 2,488 3,028 2,937 2,911 2,832

(N)

(O)

(P) 2,760 2,638 2,723 3,037 3,029 2,711 2,190 2,488 3,028 2,937 2,911

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

支 払 利 息

予 備 費

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

そ の 他

そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

令和6年度
（予算）

営 業 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

令和5年度
（決算）

令和3年度
（決算）

令和4年度
（決算）

令和元年度
（決算）

令和2年度
（決算）

平成30年度
（決算）

営 業 外 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

令和7年度
（予算）

令和8年度 令和9年度 令和10年度



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

１． 6,500 6,100

２．

３． 3,703 4,070 22,035 895

４．

５．

６． 5,703 1,500 2,673 3,701 4,784 22,849 5,302 170

７．

８．

９． 343 1 1 1 1 1

(A) 5,703 8,000 9,116 7,405 8,855 44,885 6,198 171

(B)

(C) 5,703 8,000 9,116 7,405 8,855 44,885 6,198 171

１． 7,404 8,140 44,070 1,790

２． 29,363 29,913 30,475 31,047 31,631 32,226 34,458 36,820 37,451 38,094 36,254

３．

４．

５．

(D) 29,363 29,913 30,475 31,047 31,631 32,226 41,862 44,960 81,521 39,884 36,254

(E) 29,363 29,913 24,772 31,047 23,631 23,110 34,457 36,105 36,636 33,686 36,083

１． 8,472 8,706 8,469 7,454 7,523

２． 29,363 29,913 24,772 31,047 23,631 23,110 25,985 27,399 28,167 26,232 28,560

３．

４．

(F) 29,363 29,913 24,772 31,047 23,631 23,110 34,457 36,105 36,636 33,686 36,083

(G)

(H) 527,921 498,558 468,645 438,170 413,623 388,092 355,866 321,408 284,588 247,138 209,043

○他会計繰入金

年　　　　　度

区　　　　　分

39,294 39,294 39,294 39,294 39,294 39,348 63,405 63,057 59,233 56,258 58,493

39,294 39,294 39,294 39,294 39,294 39,348 27,702 27,931 26,982 25,289 24,283

35,703 35,126 32,251 30,969 34,210

16,466 16,091 20,471 13,653 17,013 15,202 3,703 4,070 22,035 895

16,466 16,091 20,471 13,653 17,013 15,202 3,703 4,070 22,035 895

55,760 55,385 59,765 52,947 56,307 54,550 67,108 67,127 81,268 57,153 58,493

資

本

的

収

入

資 本 的 収 支 分

令和8年度 令和9年度
平成30年度

（決算）
令和7年度

（予算）
令和6年度

（予算）
令和元年度

（決算）
令和2年度

（決算）
令和3年度

（決算）
令和4年度

（決算）
令和5年度

（決算）
収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

(E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に不足する額
(D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

令和元年度
（決算）

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

平成30年度
（決算）

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越される支
出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

計

そ の 他

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額

令和2年度
（決算）

令和3年度
（決算）

令和4年度
（決算）

令和5年度
（決算）

令和6年度
（予算）

令和7年度
（予算）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

令和10年度



供用開始後約２０年経過している。当面管路の更新
の必要はないが、管路経年率を踏まえながら順次、
更新していかなければならない。

2. 老朽化の状況

全体総括

当該施設は比較的新しいが、今後、全体の改修が必
要となってくる。また人口減少や節水型社会の進行
等により、利用率および水需要の低下や水質の変化
等が見込まれる。
　このことから、更なる費用削減や更新投資等に充
てる財源の確保等、健全経営を継続するための改善
点を洗い出し分析する必要がある。

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

270 0.11 2,454.55 【】 令和5年度全国平均

処理区域面積(km
2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

本市下水道事業（漁業集落排水）は、⑤経費回収率から
もわかるように汚水処理に要する経費を下水道使用料で
賄えず、一般会計からの繰入金に頼らざるを得ない状況
である。経費回収率を改善させるため、令和2年度には使
用料の改定を行っており、令和7年度にも改定予定として
いるが、今後も維持管理費の削減等により、経費回収率
を改善させる必要がある。
　①収益的収支比率については、前年と比較して増加し
ており、これは令和６年度からの公営企業会計移行に伴
い、令和5年度会計が翌3月で打切り決算となり、収益よ
り費用の大きい翌4月5月分が入っておらず、全体で相対
的に費用が少なくなったためである。
　⑥汚水処理原価については、前述の打切り決算での汚
水処理費減少と有収水量減少が相殺され、前年度から横
ばい状態となっており、依然高騰した状態となってい
る。高騰の理由として、⑦施設利用率からもわかるよう
に、処理能力に対する処理水量が少ないことが考えられ
る。今後接続率の向上による有収水量を増加させる取り
組みが必要と考える。
　⑧水洗化率については、年々処理区域内人口は減少し
ているが、水洗便所設置済み人口の減少と比例しておら
ず、年度によって水洗化率が増加している年度もある。
引き続き、施設未接続未加入者に対しての接続加入促進
に取り組む必要がある。

資金不足比率(％)

- 該当数値なし 1.06 99.50 2,750

自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

25,721

処理区域内人口(人)

36.83 698.37 ■ 当該団体値（当該値）法非適用 下水道事業 漁業集落排水 H2 非設置

経営比較分析表（令和5年度決算）
和歌山県　有田市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

36892 37257 37623 37989 38356

当該値 0 0 0 0 0

平均値 0.01 1.6 0.01 0.01 0

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

36892 37257 37623 37989 38356

当該値 72.31 61.82 75.67 63.23 69.15

平均値

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

36892 37257 37623 37989 38356

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

36892 37257 37623 37989 38356

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

①収益的収支比率(％)

36892 37257 37623 37989 38356

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

36892 37257 37623 37989 38356

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

36892 37257 37623 37989 38356

当該値 0 0 0 0 0

平均値 998.42 1095.52 1056.55 1278.54 1149.7

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

36892 37257 37623 37989 38356

当該値 14.46 10.38 17.95 9.84 10.56

平均値 41.41 39.64 40 38.74 35.96

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

36892 37257 37623 37989 38356

当該値 937.46 1502.18 892.4 1485 1511.45

平均値 417.56 449.72 437.27 456.72 481.96

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

36892 37257 37623 37989 38356

当該値 8.25 7.41 7.27 7.13 5.31

平均値 32.48 30.19 28.77 26.22 26.12

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

36892 37257 37623 37989 38356

当該値 64.36 63.73 65.25 63.74 64.44

平均値 79.2 79.09 78.9 78.03 78.55

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【1,069.89】

【80.73】【28.16】【426.52】【39.89】

【0.00】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし

別添①


